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自治体の協定事例

① 専門技術の活用

●建設業、自動車修理工場等

災害時における道路障害物除去、破損箇所に対する応急措置等の応急

対策活動に関する協定。必要な建設資機材を提供するほか、協力企業

の作業員が「災害工作隊 「レスキュー隊」などとして、障害物除去、」

破損箇所応急措置等の作業を実施。

←自動車修理工場による防災訓練

参考資料 18～22ページ

●医療等

医師会、歯科医師会等と救急医療等に関する協定を結ぶ事例は多い。

応急手当や労務提供で接骨師会と協定を結んでいる事例もある。
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② 物資の活用

●生活必需物資の調達

飲食料品を中心にコンビニ（本社）と協定を締結している事例もある

が、より対象範囲を広くし、寝具類、衣料、炊事用具、食器類、日用

品雑貨、光熱材料等に至る生活必需品全般について、大手スーパー等

と協定を結んでいる事例もある。大手スーパーのない中小都市では、

市の商工会議所が調整役となって、多くの商工会議所加入店舗と、こ

れら必需品の調達協定を結んでいる事例もある。

参考資料 23～24ページ

●飲料水

製品としての飲料水のほか、ビール工場がビールやジュースの原材料

となる水を提供したり、酒造会社が井戸水を提供する協定を締結して

いる場合もある。
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③ スペースの活用

●ホテルを一時収容場所として提供

災害に伴う帰宅困難者等への一時収容場所としてホテルの一部を提供

。 、 、する協定 調査した事例では ロビー・会議室等は無料で提供するが

客室を提供する場合は有料という協定内容となっている。

参考資料 25～26ページ

●研修所等を避難場所として提供

。災害時における臨時避難場所として企業の研修施設等を提供する協定

④ 情報提供サービス等の活用

●緊急情報放送

地元の放送局と緊急情報放送に関する協定を締結している事例は多い

が、市の要請に基づき放送局が必要と認めた時に行われるため、放送

局の本来業務ともいえる。そのため、行政が負担する費用は、もっぱ

ら行政が使用する機材等の費用等に限定される場合が多い。

●タクシー無線等の活用

（ ） 、民間からの情報提供 まちの被災状況等 と行政情報の提供の双方に

タクシー無線が活用される場合がある。民間のアマチュア無線クラブ

と協定を結んでいる事例もある。
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図 行政と企業との連携

※全国 万人以上の市、東京都特別区および該当する市が存在しない県20
での最も人口の多い市 合計 の自治体を対象に調査を実施した 回、 。（132

答数 、回答率 ％）98 74
現状の協定は、医療、建物の応急措置、障害物除去等の専門技術の活用

と水、食料等物資の活用の２つが多く、これらの大部分は、行政が実費

を負担している。

一方、研修所やグランドの使用等スペースの活用および緊急情報放送、

タクシー無線等情報提供サービスに関する協定は数も少なく、その実費

を行政が負担する割合も少ない。

0

50
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150
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250
協定数

専門技術 物　　資 スペース 情報提供

不明
企業負担
実費等を行政が負担
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災害時における人命救助・道路啓開等応急対策業務に関する協定書

練馬区（以下「甲」という ）と区内建設・土木業関連 団体（以下「乙」という ）。 。8

は、災害時における人命救助道路啓開等応急対策業務に関し、次のとおり協定する。

（目的）

、 、第 条 この協定は 災害時における建築物その他の工作物等の崩壊および損壊に伴う1

緊急人命救助および道路啓開のための障害物除去活動等業務（以下「業務」という ）に。

ついて、乙の積極的な協力を得ることにより、円滑な業務を実施することを目的とする。

（出動の要請）

第 条 甲は、災害の実情に応じ、乙に対し、業務内容、日時、場所を指定して資機材2

および労力（以下「資機材等」という ）の出動を要請するものとする。。

ただし、乙は、災害の状況により応急対策が緊急性を要すると判断した場合は、甲と密

接な連絡をとりながら、直ちに出動し、その業務に従事することができる。

（資機材等の提供）

第 条 乙は、甲の要請があったときは、特別の理由がない限り、甲に対し、資機材等3

を提供する。

（資機材等の報告）

第 条 甲は、乙の提供した資機材等の数量および業務内容について、報告を受けるもの4

とする。

（費用負担）

第 条 甲は、乙の提供した資機材等に要した費用を負担する。5

（費用の請求）

第 条 乙は、業務終了後、甲の認定を受けて業務に要した通常の実費を、甲に請求する6

ものとする。

（災害補償）

第 条 甲の要請に基づき出動した者が、業務実施中に負傷し、若しくは疾病にかかり、7

または死亡した場合は 「災害応急措置業務従事者および水防従事者に対する損害賠償に、

関する条例（昭和 年 月 日条例第 号 」に基づき、これを補償するものとする。63 3 28 11 ）

（資機材等の調査）

第 条 乙は、甲が毎年 回実施する、乙の保有する、災害時に出動可能な資機材等の調8 1
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査に協力するものとする。

（細目）

第 条 この協定を実施するため、必要な事項については別に定める。9

（協議）

、 、第 条 協定の解釈に疑義が生じたとき またはこの協定の実施に関して必要な事項は10

甲、乙協議のうえ定めるものとする。

この協定締結の証として本書 通を作成し、甲、乙記名押印のうえ各 通を保有するも9 1

のとする。

平成 年 月 日7 12 22

甲 東京都練馬区豊玉北六丁目 番 号12 1

練馬区長 岩 波 三 郎

乙 東京都練馬区中村南三丁目 番 号16 10

練馬区建設業協会

会長 内 田幸 完

東京都練馬区関町南一丁目 番 号2 35

練馬区ビルダークラブ

会長 中 村 政 輝

東京都練馬区関町北二丁目 番 号31 4

練馬電設工業会

会長 井 口 浩太郎

東京都練馬区豊玉北五丁目 番 号20 3

練馬空調衛生協会

会長 塩 野 健 司

東京都練馬区中村一丁目 番 号8 2
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練馬設備事業協会

会長 上 杉 与志栄

東京都練馬区大泉学園町七丁目 番 号19 46

サンキュウ会

会長 高 山 一 夫

東京都練馬区豊玉北六丁目 番 号13 2

練馬土木協会

会長 遠 藤 寛

東京都練馬区豊玉北二丁目 番 号17 11

練馬区造園建設業組合

組合長 伊 藤 敏 堆

平成 年 月 日8 8 1

東京都練馬区早宮二丁目 番 号25 7

練馬区交通安全施設クラブ

代表 吉 田 助 丘
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災害時における車両等障害物除去応急対策業務に関する協定書

練馬区（以下「甲」という ）と、社団法人 東京都自動車整備振興会練馬支部（以下。

「乙」という ）との問において、災害時における応急業務に関し、次のとおり協定を締。

結する。

（目的）

第 条 この協定は、練馬区内に大規模な地震災害、風水害、その他の災害が発生し、ま1

たは発生する恐れのある場合において、乙の積極的な協力を得ることにより、道路等にお

ける車両等障害物を除去し、応急対策業務（以下「業務」という ）にあたる。もって、。

緊急時の道路啓開に資することを目的とする。

（出動の要請）

第 条 甲は、乙に対し、災害の状況に応じて、練馬区地域防災計画に定める分掌事務に2

従い、所管部長から業務内容、日時、場所を指定して資機材労力等（以下「資機材等」と

いう ）の出動を要請するものとする。。

ただし、乙は、災害の実状により、応急対策が緊急性を要すると判断した場合は、甲と

密抜な連絡をとりながら、直ちに出動し、その業務に従事することができる。

（資機材等の提供）

第 条 乙は、甲の要請があったときは、特別の理由がない限り、甲に対し資機材等を提3

供する。

（報告）

第 条 甲は、乙の提供した資機材等の数量および業務内容について、報告を受けるもの4

とする。

（費用負担）

第 条 甲は、乙の供給した資機材等に要した費用を負担する。5

（費用の請求）

第 条 乙は、業務終了後、甲の認定を受けて業務に要した通常の費用を、甲に対し請求6

するものとする。

（災害補償）

第 条 甲の要請に基づき出動した者が、応急対策業務実施中に負傷し、若しくは疾病に7

かかり、または死亡した場合は 「災害応急措置業務従事者および水防従事者に対する災、

害補償に関する条例（昭和 年 月 日条例第 号 」に基づき、これを補償するもの63 3 28 11 ）

とする。
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（資機材等の把握および報告）

第 条 乙は、あらかじめ、乙が災害時に出動可能な資機材等を把握し、甲に報告するも8

のとする。

前項の資機材等に、著しい変化があったとき、または甲の要請があったときは、乙2

はその状況を甲に報告する。

（看板の掲示）

第 条 甲は、乙の会員の承諾を得て、各店頭等に「練馬区災害応急措置業務協力員」の9

看板を掲示することができる。

（細目）

第 条 この協定を実施するため、必要な事項については、別に定める。10

（協議）

第 条 この協定に定めのない事項、およびこの協定の解釈について疑義が生じたとき11

は甲、乙協議のうえ決定するものとする。

上記協定蹄結の証として、本協定書 通を作成し、甲、乙記名押印のうえ、各 通を保2 1

有するものとする。

平成 年 月 日8 3 21

甲 東京都練馬区豊玉北六丁目 番 号12 1

練馬区長 岩 波 三 郎

乙 東京都練馬区南田中三丁目 番 号25 15

社団法人 東京都自動車整備振興会

練馬支部長 谷 治 和 雄
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災害時における物資供給の応援に関する協定書

徳島市（以下「甲」という ）と株式会社徳島そごう（以下「乙」という ）とは、。 。

次のとおり物資の供給の応援に関する協定を締結する。

（趣 旨）

、 、 、 （ 「 」 。）第１条 この協定は 地震 風水害 大火災その他による災害 以下 災害 という

が発生した場合において、甲から乙に対して行う物資の供給の応援の要請に関し、

その 手続き等について定めるものとする。

（協力要請）

第２条 甲は、災害時における応急措置のため、緊急に物資の確保を図る必要が生じたと

きは、乙の保有する物資の調達を要請するものとする。

（協力の実施）

第３条 乙は、甲から前条の要請を受けたときは、保有物資を優先的に供給するものとす

る。

（物資の種類）

第４条 物資の種類は次のとおりとし、乙が取り扱っているもののうち、甲が緊急に必要

なものとする。

(1) 食 料 品

(2) 衣 料 品

(3) 医 療 品

(4) 寝 具 類

(5) 食 器 類

(6) 炊 事 用 具

(7) 日用品雑貨

(8) その他必要なもの

（調達要請の方法）

、 （ ）第５条 甲が前条に掲げる物資の供給を受けようとするときは 出荷要請書 様式第１号

をもって乙に要請するものとする。ただし、緊急を要するときは口頭でもって要請し、

事後、出荷要請書を提出するものとする。

（物資の取引）

第６条 物資の取引場所は甲、乙協議のうえ定めるものとし、当該場所において甲の職員

（ ） 。が乙の提出する出荷確認書 様式第２号 により確認のうえこれを引き取るものとする

なお、甲は必要に応じて乙に対し運搬の協力を求めることができるものとする。

（経費の負担）

、 、第７条 乙が供給した商品の代金及びその他必要経費については 甲が負担するものとし

甲は、遅滞なくその支払を行うものとする。

（物資の価格）

第８条 物資の価格は、災害が発生する直前における適正な価格とする。



24

（報 告）

第９条 この協定の万全な実行を期するため、甲は、乙に対して、その在庫品目、数量等

について報告を求めることができるものとする。

（改正又は廃止）

第10条 この協定の改正又は廃止は、甲又は乙が、３箇月前に相手方に通告して行うこと

ができる。

（協 議）

第11条 この協定の解釈に疑義を生じた場合及びこの協定に定めのない事項については、

その都度、甲、乙協議するものとする。

（実施期日）

第12条 この協定は、平成９年４月１日から実施する。
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災害時における施設等の提供協力に関する協定書

さいたま市を「甲」とし、 を「乙」とし、甲乙間において、次のとおり協定を締結

する。

（趣旨）

第１条 この協定は、さいたま市内に地震が発生した場合、鉄道又は道路の遮断等のため

帰宅することが困難となった被災者（以下「帰宅困難者」という ）に対して、一時的。

に乙の施設を開放し、円滑な支援を行うため、必要な事項を定めるものとする。

（協力内容）

第２条 甲は、地震災害時、乙施設の安全が確認された場合に、次の事項について乙に協

力を要請することができる。

(1) 帰宅困難者の乙施設への受入れ

(2) 甲が供給できない場合の帰宅困難者への食料、生活必要品等の供給

２ 乙が解放する施設は、宴会場、会議室等とする。ただし、前述の施設を利用している

場合は、施設管理者の指示された場所とする。

（要請の方法）

第３条 甲が乙に協力を要請するにあたっては、口頭、電話等をもって要請し、事後に文

書を提出するものとする。

（報告）

第４条 乙は、この協定に基づき協力したときは、口頭、電話等で甲に報告し、事後に報

告書を提出するものとする。

（経費の負担）

第５条 乙は、無償で施設の開放をするものとする。ただし、次の事項については、甲が

負担するものとする。

(1) 乙が帰宅困難者に供給した食糧、生活必要品等の経費

(2) その他、甲乙協議により甲が負担すべき経費

（協力期間）

第６条 この協定に基づく協力期間は、災害発生から３日以内とする。ただし、やむを得

ない事情があると認めた場合は、甲乙協議の上、期間を延長することができる。

（連絡責任者）

第７条 甲及び乙は、この協定に基づく協力体制が円滑に推進されるよう、連絡調整及び

指示を行う連絡責任者を予め指定し、それぞれ通知するものとする。

（有効期間）

第８条 この協定は、平成１２年１月１７日から効力を有するものとし、甲乙いずれから

協定の解消の申し出のない限り、同一の内容をもって継続するものとする。

（協議）

第９条 この協定に関する疑義、又はこの協定に定めがない事項については、甲乙協議の

上、定めるものとする。
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この協定の成立を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ、各自１通を保

有する。

平成１２年１月１７日

さいたま市常磐６丁目４番４号

甲 さいたま市

さ い た ま 市 長

乙

協定締結ホテル一覧

番号 ホテル名 所在地

１ 浦和東武ホテル さいたま市浦和仲町２丁目１６番９号

２ 浦和ワシントンホテル さいたま市高砂２丁目１番１９号

３ ホテルメッツ浦和 さいたま市高砂１丁目１６番７号

４ ホテルニュー埼玉 さいたま市南浦和２丁目４４番１７号

５ プラザホテル浦和 さいたま市鹿手袋１丁目１番１号
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ニッポン放送の災害情報収集ネットワーク

（タクシー防災レポーター）

出典：ニッポン放送ホームページ

http://www.1242.com/bousai/
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旧居留地連絡協議会の位置
(面積約２６ｈａ）

三宮駅

旧居留地旧居留地

2

1

旧居留地連絡協議会
防災委員会について
旧居留地連絡協議会
防災委員会について

28



3

旧居留地の沿革旧居留地の沿革

1/1     　12/7

9/10   　7/24       

（田畑や砂地を埋め立てて設置）

日本に返還
7/17

30年間

1858年（安政５年）1858年（安政５年）

1868年（慶応３年）1868年（慶応３年）

修好通商条約（江戸幕府の鎖国終止符）

開港

1869年（慶応４年）1869年（慶応４年） 神戸外国人居留地設置
※目的：外国人のための住居や通商の場
※範囲：東は生田川､西は鯉川筋

北は西国街道､南は海岸
約26ha

500m×500m

1873年（明治６年）1873年（明治６年） １２６区画､競売にて売却（４回）

1875年（明治８年）1875年（明治８年） 全体の体裁が整う

1899年（明治32年）1899年（明治32年）

日本の海運会社･商社･銀行等が進出し､国際的
近代都市として神戸を代表する都市業務地として
形成された

29

4

旧居留地連絡協議会の組織構成と活動内容（現在）旧居留地連絡協議会の組織構成と活動内容（現在）

設立は第二次世界大戦直後

※当初「国際地区共助会」と呼ぶ

総　　会

運営委員会

会長･副会長

常任委員会顧　　問

親睦委員会
イベント
委員会 環境委員会 防災委員会 広報委員会

都市づくり
委員会 女性部会

監査委員会

（会員数１０９社）
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5

早期のビル再建を促進し、神戸の都心中枢にふさわしい、
安全で文化の薫り高い業務地を形成する。

文化の薫り高い業務
地

中枢業務機
能

商業機
能

文化機
能

風格あるまちなみ

●

《復興の目標》《復興の目標》

都 市 防 災 拠 点

6

ま ちま ち

1995年10月 「神戸旧居留地／復興計画」策定
（平成 7年）

1997年 3月 「神戸旧居留地／都心づくりガイドライン」策定
（平成 9年）

1998年 1月 「防災マニュアル」作成の手引作成
（平成10年）

1999年 神戸居留地返還１００年祭
（平成11年）

2001年 1月 「神戸旧居留地／地域防災計画」策定
（平成13年）

1995年10月 「神戸旧居留地／復興計画」策定
（平成 7年）

1997年 3月 「神戸旧居留地／都心づくりガイドライン」策定
（平成 9年）

1998年 1月 「防災マニュアル」作成の手引作成
（平成10年）

1999年 神戸居留地返還１００年祭
（平成11年）

2001年 1月 「神戸旧居留地／地域防災計画」策定
（平成13年）



7

防災委員会の主な活動状況防災委員会の主な活動状況

平成 8年10月 防災委員会新設（結成）
※毎月１７日開催

平成10年 1月 ｢事業所のための『防災マニュアル』作成の手引き｣
策定・配布
※自社の人命と財産は自社で守る

平成13年 1月 「神戸旧居留地／地域防災計画」策定・配布
※非常時には街全体が一次避難所として活用
しうるような街づくりをすすめていく

31
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9

計画策定にあたっての基本的考え方計画策定にあたっての基本的考え方計画策定にあたっての基本的考え方

① 非常時における旧居留地内企業の相互支援をスムーズにする

・各社における人命と財産は、自社で守る
・不足する事柄について、相互支援を準備する

② 非常時における来訪者を助ける

・人命を助ける
・一刻も早い帰宅、帰社を助ける
・帰宅困難者に対し、行政の態勢が整うまでの間、
待避環境を提供する

③日頃から、防災意識を育み、訓練を怠らない（普段の備え）

32

10

神戸旧居留地 地域防災計画の概要神戸旧居留地神戸旧居留地 地域防災計画の概要地域防災計画の概要

(1)(1)非常時の相互支援非常時の相互支援
電子メール等の活用によるネットワーク構築、隣組の組織化電子メール等の活用によるネットワーク構築、隣組の組織化

(2)(2)非常時の来訪者支援非常時の来訪者支援
救護、情報提供コーナー設置、帰宅困難者への一時待避
場所提供

(3)(3)普段の備え普段の備え
市民救命士、市民防災リーダー養成、各種訓練の実施、市民救命士、市民防災リーダー養成、各種訓練の実施、
計画の定期点検計画の定期点検
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11

1-1 安心・安全ネットワーク

12

1-2 居留地隣組
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居留地隣組

14

1-3 備蓄

油圧式ジャッキ、ハンマー、つるはし、携帯用コンクリート粉砕器具、バール、スコップ、金のこぎり、
ボルトクリッパー、雨着、救命浮輪、救命胴衣、皮手袋、防塵マスク、防塵メガネ、ヘルメット、
救助用ロープ、携帯用発電機（燃料缶付）、投光機（三脚付）、コードリール、携帯用電灯、サ
ルベージシート、折りたたみ担架、折りたたみリヤカー、二連はしご

共同備蓄品リスト共同備蓄品リスト

● 備蓄品目は、人命の救助・維持と
いう観点から、必要と考えられる
資機材に限定

● 備蓄場所についても、今後増設し、
分散管理を実現する予定

● 備蓄品は、毎年、原則として１月１７日
と７月１７日に点検

（救助機材）（救助機材）

（排水･消火機材）（排水･消火機材）小型動力消防ポンプ（ホース付）

（医療機材）（医療機材） 外傷救急医薬品一式、毛布

（生活機材）（生活機材） 仮設トイレ、ポリタンク（２０リットル）

備蓄場所
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2-1 命を助ける
救護コーナー 住 所 ビル 名 設置場所

　　①明石町４０ 大丸神戸店 １階コリドール
　　　　②明石町３２ 明海ビル 　 １階ピロティ
　　　　③浪花町５９ 神戸朝日ビル １階ピロティ
　　　　④東町１２３-1  貿易ビル １階ロビー

●地区内にいる医師、看護
　婦の派遣

●市民救命士の出動

救護コーナーの開設場所

16

2-2  情報を提供する
情報提供コーナー 住 所 ビル名 設置場所

①明石町４０ 大丸神戸店 １階コリドール
②浪花町５９ 神戸朝日ビル １階ピロティ

情報提供の内容
（災害の種類に応じて必要な情報を選択）

●被害状況 ：

●交通情報 ：

●ライフライン情報：

●避難情報 ：

●施設情報 ：

神戸市災害対策本部の発表を中継し、
会員各社の被害状況、安否情報を把
握・連絡する。

公共交通機関や道路の状況を把握し
だい連絡する。

ライフラインの被害、復旧状況について
把握しだい連絡する。

避難勧告などの公的機関発表を中継。

近隣の食料品店情報、緊急対応可能
業者情報、ホテル空室情報等。

情報提供コーナーの開設場所
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2-3  一時待避の手助け

一時待避場所の提供一時待避場所の提供

●非常時には、地区内全ビル地区内全ビルで帰宅困難者等の受け入れをお
　願いします。

●会議室や廊下等、雨露のしのげる一時避難場所を可能な　
範囲で提供して下さい。

●一時待避コーナーでは、行政の対応が可能になると考えられ
　るまでの最長７２時間最長７２時間、トイレの提供等、最低限の生活支援　
をお願いします。

18

3  普段の備え

自主訓練 他への参加
１月 ○地震関連訓練
２月
３月 ○火災予防運動行事
４月
５月
６月 ○水害・高潮対策訓練 ○中央区防災訓練
７月
８月
９月 ○全市防災訓練

１０月 ○救護訓練 ○中央地区消防大会
１１月 ○火災予防運動行事
１２月

◆市民救命◆市民救命
旧居留地内で1,000人の市民救命士養成を目標に､講習会を年２回開催する（現在５１８名）。

◆市民防災リーダー◆市民防災リーダー
各居留地隣組ごとに２名の市民防災リーダーを確保することを目標に､消防署が行う防災リーダー研
修に順次参加する（現在３８名）。

◆防災訓◆防災訓
毎年､次のようなスケジュールで
災訓練を実施する。

◆意識啓◆意識啓
･居留地ニュース等への防災関
連情報の掲載

･総会や例会における防災講習

◆地域防災計画の定期点◆地域防災計画の定期点
毎年１月､地域防災計画が実情に合致しているか､防災委員会が中心となって点検する。


